










  政務活動費支出報告（調査研究費）        氏名  中島 守 

 

 

視 察 先 

 

青森県六ケ所村 

 

 

調 査 日 

 

    令和７年１月２８日～３０日 

 

 

視察内容 

・原子燃料サイクル（プルサーマル）施設の現状について 

 

 

経  費 

 

交通費          円      宿泊費          円 

             円                   円 

             円                   円 

                      合計   ８５，８２０円 

 

 

 

 

 

 

所 感 

六ケ所村は、三沢空港のある三沢市中心から車で５０分の位置にあり、人口は約

１０，０００人の村。 

村の３％を占める（７，６㎢）の面積に全国 9電力会社と日本原子力発電が主要

な株主で日本原燃が１９９２年に設立され、六ケ所村に立地されている。資本金

4,000 億円、売上高 1,828 億円、従業員 3,100 名を抱えて現在操業がおこなわれて

いる。 

１９７９年 通産省（当時）、むつ小川原発への国家石油備蓄基地の建設が決定。

（１９８３年に石油タンクにオイルイン開始） 

１９８４年 電気事業連合会が青森県および六ケ所村に原子燃料サイクル３施

設（濃縮、埋設、再処理）の立地の申し入れがされる。 

１９８５年 「原子燃料サイクル施設の立地への協力に関する基本協定書」が締

結されて、１９９２年ウラン濃縮工場の操業が開始された。 

  

 視察した原燃ＰＲセンターで原子燃料サイクル事業の概要の説明を受けた後、各

主要施設をバスにて見学をさせていただいた。施設に入館する際には厳重なセキュ

リティー対策により管理が徹底されていたのには驚いた。 

 

 原子燃料サイクルとは、ウラン鉱石をウラン濃縮工場にて濃縮し、再転換工程を

へて二酸化ウランを成型加工工場にて原子力発電所で使用できる燃料集合体に加

工して、各発電所に移送し、全国で使用された使用済み核燃料を受け入れて再処理

工場にて再処理し、再処理できない高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センターで３０

～５０年保管後に高レベル放射性廃棄物最終処分場へ移管。このサイクルがプルサ



ーマル計画とも呼ばれている。近々完了する計画であると聞いたが、着工から３０

年経過した今もこのサイクルは完成していない。 

 近年、新聞等マスコミで原子力発電所の使用済み核燃料で再処理できない高レベ

ル放射性廃棄物の処分場受け入れについての報道がされており、北海道の寿都町・

神恵内村は処分場選定プロセスの文献調査（２年程度）が開始されて、佐賀県の玄

海町では文献調査の受け入れ表明がされた。（この文献調査には国からの交付金２

０億円が支給される） 

我が国は化石燃料の７０％超を輸入に依存しているＧ７最大の輸入国である。 

原子力発電は比較的燃料が安定的に確保でき、低廉での電力供給が可能なものと

して国のエネルギー政策に基づいて導入され、ベースロード電源として利用されて

きたところである。 

原子力発電所の安全神話が福島原子力発電所の震災による津波によって崩れ、震

災を機に原子力発電所の安全点検が厳格化される中で、ロシアによるウクライナ侵

攻などによって化石燃料である電気エネルギー価格が上昇してきている状況にあ

る。 

国民生活は物価上昇によって困窮を余儀なくされている今日である。 

そうした今日でも、全国では今まで使用してきた使用済み核燃料が各原子力発電

所敷地内のプールで１９，０００トン余りが溜まっている状況にあると言われてい

る。 

見学した六ケ所村は、高レベル放射性廃棄物の最終処分場ではないが。国策で日

本の最先端原子力技術の主要企業を含む主要な産業が集積して、使用済み核燃料か

ら再利用可能なプルトニウムを取り出して再利用するための再処理工場の建設と

最終処分場へ移送するまでの３０～５０年間一時保管する場所を抱えている。 

自国の原発で使用された使用済み核燃料の最終処分を自国で処分するとした国

際協約の中で、日本においても使用済み核燃料の高レベル放射性廃棄物の処分場を

日本中のどこかの地区が担わなければならない状況にあることは紛れもない事実

である。 

しかし、このことがまだ社会全体で十分共有にされていないと感じるところであ

る。 

 

 

 

 




